
コスト情報の流通は限定的１

　調査の関心の一つは、日本にあるような建設の
物価版が東南アジアに存在するのかという点で
あった。中国、韓国、台湾においては日本と非常
によく似たものの存在が知られている１。また米
国、英国、独国、仏国等でも建築の発注者や設計
者等の調達側が主に利用する建築コスト情報誌

（定期刊行物）があることは、当研究所の過去の
海外調査で既に明らかとなっている。
　昨年の中東調査でもそうだったから、予想され
た結論だったが、インドネシア人QSや両国でお
会いした日系ゼネコン関係者はいずれもその存在
への認識や評価は極めて低いようだった。もしか
したら日本国内でも、ゼネコンなど生産者側の人
間であれば同じようなことを言うのかもしれない
が、実際の入札でこのようなコスト情報はあった
としても活躍する場面はほとんどないようだ。今
回調査でも、生産者側は過去の元下取引に基づく
実勢価格を自身の経験として蓄積しており、それ
を第一に利用するのが基本となる。
　だが、一般にアクセス可能な建築の価格情報が
全くないわけではない。建物の調達価格がどのよ
うに変動しているのかについて、大掴みにできる
ような一般情報は、上記のプロフェッションも一

応は把握しているようなのだ。そのような情報
は、具体的には、一般・専門の紙誌が伝える定
期・不定期の情報の他、欧州系QSコンサルタン
トがある程度専門的に世界レベルで調べているも
のがあり、両国版が少なくとも年毎には用意され
ている。また、資材や労務関係のコストについて
は、政府系機関が調べたものが存在する。ここで
は、それらの事情について、簡単に紹介すること
とする。仕事の玄人素人を問わず、地域の事情に
詳しくない場合には、十分に利用価値は高いもの
とも思う。

インドネシアの建設及び
価格の情報源

２

　IQSIでのヒアリングによれば、インドネシア
国内の建設事業者が直接の関わりを持つ政府機
関は公共事業省Kementerian Pekerjaan Umum

（www.pu.go.id）である。また、LPJK（Lembaga 
Pengembangan Jasa Konstruksi（建設サービス
開発ボード）www.lpjk.net）という政府系組織と
は特に関係が深いと聞いた。LPJKはそのサイト
を調べると、建国5原則（パンチャシラ）や共和
国憲法（1945）、建設サービス法（1999）に基づ
く機関だと謳っており、インドネシアの建築基準
や建設に関わる法令に関わりを持つ。また外国も
含めた建設関連の企業登録情報等も扱っており、
いくつかの日系ゼネコン等の登録情報が実際に閲
覧できた。ほか、労働者の資格・教育関係、紛争

（一財）建築コスト管理システム研究所　総括主席研究員　岩松　準

１　㈶建築研究協会・㈶建設物価調査会「近隣３ヶ国（中国・韓国・
台湾）の土木・建築工事に係わる積算方法と資材価格情報等に
関する実態調査報告」平成24年３月、など
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解決、研究開発等の事業も行っている。同サイト
のリンク情報等を辿ると、インドネシアの建設産
業の詳細が分かりそうである。
　ところで、建設のコスト情報については、前述
のように確たる情報源はないという話だが、一
般にアクセス可能な情報には次がある。一つは、
イ ン ド ネ シ ア 政 府 統 計 庁BPS：Bandan Pusat 
Statistik（www.bps.go.id）の数多くの統計の中
に建設分野のものがある。2015年版はインドネシ
ア第２の都市スラバヤを100とした建設コスト指
数で、34州のみならず、自治体レベルの地域差も
分かる。それによれば首都ジャカルタが110.13、
最も高いパプアが247.91等となっている。図1は

その一部で表紙と州別の価格指数地図の部分を引
用した。指数作成法の詳細は未確認だが、一つの
地域差の目安にはなる。
　なお、この統計庁の「建設」分野ページには
様々な情報掲載がある。英文併記があるのでおよ
その意味が分かる。細かな点までの理解は難しい
が、建設コストに関連がありそうな情報の一部を
整理した。表１は建設業者数の推移情報で、規模
別に集計されている。州別の情報もつくが、割愛
した。また、表2はインドネシア国内の建設市場
動向の指数であり、労働者数、実労働数、賃金、
完工高の指数が示されている。最新情報ではない
が、近年の経済の活性化状況を理解できる。

図１　統計庁BPS「建設コスト指数」（34州別指数図）

（2015年版の表紙）

《解説》
100頁ほどの州・自治体レベルのコスト指数
だけの冊子。インターネットで公開。2011年
版は全国平均＝100の指数だが、この2015年
版ではスラバヤ＝100としている。
http://www.bps.go.id
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　一方、民間ベースの情報源は評判の良いものは
特に知ることができなかったが、図2の年刊価格
情報誌の存在は確認できた。大きな書店で購入で
きるそうだ。ただ、これはインテリアなどリテー
ル向けのものということで、大型の建設工事関係
とは無縁のものだと聞いた。

　ところで、インドネシアにおける積算基準等に
ついては、本特集の概要記事にある通り、2015年
にQS職能団体IQSIが英国流を手本に定めたSMPI

（Standar Metode Pengukuran Indonesia） と い
う標準測定法（SMM）はあるが、国内での普及
を図る段階にあり、工事費内訳書の記載は建設会
社や担当するQSそれぞれの流儀に従っているも
のと想像される。ましてや建設の物価情報がそれ
で体系づけられているわけではない。

雑誌タイトル：
Jurna l  Harga  Sa tuan  Bahan 
Bangunan Kontruksi & Interior 
Edisi 35-2016（直訳：建設建材単価
ジャーナル・インテリア版）

出版サイトの解説では、材料、電気
機器、塗料、重機、労働者の賃金の
単価情報が含まれており、インドネ
シアの一部地域での分析がされてい
る旨の説明がある。約850頁。価格
Rp325,000＝約2,600円。

（注）http://jurnalbangunan.blogspot.jp/

図２　インテリア工事用の民間価格情報誌の例

ベトナムの建設及び価格の情報源３

　この国は社会主義の政治体制であるから、計画
的に制度ができているように見え、一面理解しや
すい。わずか数日の調査だから専門的とはいかな
いが、建設のコスト情報に絡む興味深い点に絞っ
て報告したい。
　労務単価については、最低賃金をベースに組み
立てられた建設労働者の賃金計算法がある。今回
のヒアリング調査によると、公共工事においては
徹底運用されているという。表3は近年のベトナ
ムの最低賃金の推移である。建設現場における労
働者の賃金はこれをベースに計算されるが、建設
省文書にその規定がある。それによると、建設労働
者の１日当たり労務単価Gncは下式で計算される。

GNC = LNC HCB  

小 中 大 合計

2007 年  75,064  8,164  670  83,898
2008 年  124,712  13,152  1,458  139,322
2009 年  134,942  23  997  135,962
2010 年  116,982  21,279  2,516  140,777
2011 年  115,515  16,372  2,117  134,004
2012 年  109,683  17,699  2,480  129,862
2013 年  110,321  18,243  2,516  131,080
2014 年  109,924  17,421  2,474  129,819

表１　インドネシアの建設事業者数の推移

（注）統計庁BPS「建設事業者ディレクトリー」に基づく（Based on 
Updating of Construction Establishments Directory, BPS-
Statistics Indonesia）。なお、企業規模の大中小の区分や2009年
に大中企業が激減している理由は不詳。

表２　インドネシアの建設市場動向指数（2010年＝100）

年及び四半期
Permanent Mandays Wages and Value of 

Workers 
建設労働者 実労働数

Salaries 
賃金

Construction
完工高

2001 54.68 21.59 18.12 17.89
2002 57.66 24.27 20.86 20.55
2003 60.57 27.67 24.29 23.93
2004 63.30 31.69 28.39 27.88
2005 70.68 39.50 35.85 34.93
2006 76.95 47.53 44.11 43.25
2007 82.56 57.10 53.94 53.11
2008 88.29 69.16 66.19 65.60
2009 94.44 83.86 81.74 81.53
2010 100.00 100.00 100.00 100.00

Qrt I 97.91 94.08 91.58 91.50
Qrt II 99.59 95.17 95.05 94.53
Qrt III 100.67 101.12 102.39 102.41
Qrt IV 101.82 109.63 110.98 111.56

2011 103.01 117.17 117.59 118.28
Qrt I 99.87 108.25 108.84 108.04
Qrt II 101.66 113.91 114.27 114.30
Qrt III 103.27 119.03 118.86 120.33
Qrt IV 107.24 127.48 128.38 130.44

2012 108.11 131.36 133.00 138.48
Qrt I 105.30 123.96 125.01 128.59
Qrt II 107.46 128.99 130.52 135.61
Qrt III 108.93 133.60 135.19 141.44
Qrt IV 110.75 138.90 141.29 148.27

2013 112.21 146.83 148.64 155.21
Qrt I 109.81 135.63 137.50 143.41
Qrt II 111.21 143.88 145.56 151.62
Qrt III 113.06 148.68 150.93 157.80
Qrt IV 114.74 159.13 160.58 168.04

2014 
Qrt I*) 113.36 153.92 154.88 162.99

（注）統計庁BPS「Benchmark Series Data」　*：暫定値
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表３　ベトナムの地域別最低賃金の推移（単位：VND/月）
第１地域 第２地域 第３地域 第４地域

ハノイ、ホー
チミン、ハイ
フォン、ドン
ナイ、ビン・
ズオン、バリ
ア・ブンタウ
の各市省の都
市部

ハノイ、ホー
チミン市外、
主要地方都市
部（ ダ ナ ン、
カントー、ハ
イズオン、フ
ンイエイ、他）

第１及び第２
地域以外の省
の 省 都、 第2
地域の省の郊
外

それ以外の地
域

2011年 1,550,000 1,350,000 1,170,000 1,100,000
2011/10 2,000,000 1,780,000 1,550,000 1,400,000
2013年 2,350,000 2,100,000 1,800,000 1,650,000
2014年 2,700,000 2,400,000 2,100,000 1,900,000
2015年 3,100,000 2,750,000 2,400,000 2,150,000
2016年 3,500,000 3,100,000 2,700,000 2,400,000

（注）厚生労働省「2015年海外情勢報告」p.508より作成。原資料
出所は労働傷病兵社会問題省（MOLISA）となっている。
2013.5.1施行の改正労働法で新設された「国家賃金審議会」
が政府に提言して決定される。なお、月次の定めしかなく、
時給等への換算方法は示されていない（１円≒210VND）。
なお、国営機関、政府機関等の労働者は全国一律の「一般最
低賃金」による。2013年７月時点1,150,000VNDと低い。

　Lncは表３に定める最低賃金で２、これには付
加給付、様々なアローワンスを含むと解説してい
る。そして、Hcbが図３に図解した俸給表のよう
な資料に定める倍率である。この資料は、建設省
が発行している。職種毎の違いの設定、また同じ
職種でも多段階としている等、日本の職種別賃金
を定める「公共工事設計労務単価」との違いは興
味深いものがある。また、計算式のｔは26日間で
計算する。ベトナムの法定労働時間は1日８時間

（週48時間）が上限である３。なお、このような
計算式があるということは、日給による労務費カ
ウントの習慣がベトナムの建設業にもあることの
証左のように思われる。
　労務単価の水準について、日系ゼネコン関係者
に聞いたところでは、公共工事では下請け業者と
ネゴをしても、このルール以下の価格では引き受
けてくれないらしい。ただし、民間工事ではそう

でもないという話も一方ではあるようだ。ベトナ
ムでも日本と似たような官民格差があるというこ
となのであろうか。
　また、自治体の建設部局では、主要な建設材料
の価格表を発行している。その情報をまとめた民
間サイトもある。その充実ぶりについては、日系
ゼネコン関係者も認めるところであった４。

２　図３資料の通達には別表1として最低賃金表を示してある。そ
の水準に大差はないが、表３とは微妙にくい違う。この建設業
用別表１（Lnc）は別に定められるものの可能性もある。地域
別最低賃金（表３）との関係は不詳だが、表3と同様にその水
準が上昇傾向にあることは間違いないことと思われる。

３　時間外労働は年200時間が上限。人民委員会の労働者管理支援
専門機関への書面通知が必要。基本給の少なくとも150％割増

（休日200％；公休日・有給休暇中は300％）というルールがある。

図３　建設現場の各職種別労働者の賃金倍率

（注）建設省資料Circular : NO : 01/2015/TT-BXD, 2015.5.20（英訳名：
Guidelines for determination of the unit labor cost in the 
management of the construction cost）より作成（インター
ネットで入手）。表数字はこの資料の別表の番号。職種別賃金
倍率表であり、最低賃金に対する倍率を定める。報酬レベルは
多段階（職種毎に違う）。表５船舶関係はかなり細かな分類で
ある（線の表示が重なるためＸ軸上の段階を数段飛ばして描い
ている）。表３職人（artisan）の２段目が最も高い6.73倍。表
１建設作業員グループ１（大工、鉄筋工等）の１段目が最も低
い1.55倍。

４　一方、この関係者は「公共発注者の『官積算至上主義』は目を
覆わんばかりの徹底ぶりであり、公的な物価資料を金科玉条の
ごとく振り回した査定行為が、特に追加変更工事の査定場面で
顔を覗かせている。そのことが結果として施工者の創意工夫、
新材料・新工法提案意欲を阻害する背景にもなっている」と分
析する。また、この点について別の関係者は「この国は社会主
義国でありながら建設行政が1本化されていません。もともと
各省（建設省、交通運輸省、国防省、教育省、等々）や自治体

（県や市単位）が建設部門を抱えていたが、それらが親元の財
政事情から建設会社として独り立ちせざるを得なくなってきて
いるのが実情です。（中略）ただし、建設業者は親元の影響が
強いので建設省に従うのは建設省傘下の企業だけですので、コ
スト管理も各々で違ってきます。そのようなこともあり、建設
資機材の公定単価や歩掛りは政府案件に限られ、お互いに都合
の良い時に机から出してきます」とのコメントを寄せていただ
いた。
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　図４はベトナム中部の比較的大きなダナン市の
ホームページにあった建設資材を通達する文書の
冒頭とサンプルページである。全体で50枚ほどの
情報量であった。一覧表の１ページ目（図４右
側）はセメント、砂、石、石灰の価格が載ってい
る。表は「番号・建材説明・単位・ダナン市価格・
備考」といった構成で、備考欄には10％の付加価
値税を含むことなどが記されている。
　このような資料の存在は、いかにも社会主義国
らしいと思うが、日本の土木工事でも似たような
ことはやられているのかもしれない５。ただし、
現地でのヒアリングによると、その価格がどこま
で正しいかは分からないとのことで、それを参照
して値入れすることはないらしい。
　図５はある方にその存在を教えていただいた書
籍の表紙写真である。未入手・未確認であるが、
建設分野の積算基準がベトナム語で書かれている
ようだ。「コストマネジメントについての政府文
書に基づく」という記述があったので、ベトナム
建設省のHP公開ページ（www.moc.gov.vn）を
調べてみた。このサイトから法令文書が入手でき
る。ベトナム語が基本だが、重要なものについて
は、英語による要約等が示されていた。

　建設経済関係で公開中の文書タイトルを表４に
そのまま書き出したが、その２番目の文書がそれ
で、和訳すると「建設コスト管理に関する政令」
である。調べてみると、この政令は2009年に制定
され2015年に改訂されている。全体９章38節の構
成で、建設投資計画（２章）、見積り（３章）、建
設の規範・価格と指数（４章）、プロジェクトの
管理とコンサルタント費用（５章）、コスト状態

５　日本の都道府県等では、いわゆる物価版がカバーしていない地
域資材の価格一覧を定期的に発表しているところがある（北海
道開発局、長崎県等）。多くは土木工事用のものである。

図４　ダナン市発行の建設資材価格情報の公式文書

（注）2016年第1四半期の情報（2847/SXD-KTXD 2016/₄/19）

（注１）書名“Định mức Dự toán Xây dựng Công trình”（英訳：
Norm for estimation of construction work）販売価格は
850,000VND＝5,000円程度。2015.12.21発行。1201頁。

（注２）この書物の内容は下記11パートからなる（日本語は仮訳）。
Decree No. 32/2015/ND-CP dated March 25, 2015 of the 
Government on construction cost managementという政
府文書（建設省）に基づくという説明がある。Cf.表4の
2番目の文書がそれである。

Part I. Preparatory work for construction ground　準備工事
Part II. Excavation, earthworks, rocks, sand　地下工事
Part III. Business piling, pile and spit pile, pile borer　杭工事
Part IV. Road work　外構工事
Part V. The building rubble　解体工事
Part VI. Concrete work on site　コンクリート工事
Part VII. Business manufacture and erection of precast concrete 

components　プレキャスト工事
Part VIII. Production and erection of wooden constructions　木

工事
Part IX. Production and erection of structural steel　鉄骨工事
Part X. The roof, ceiling and other finishing work　屋根・仕上
Part XI. Other Business　その他

図５　ベトナムで使用されている建設積算基準
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管理（８章）となっている。
　この８章には、建設省、財務省、地方人民委員
会の役割の記述がある。図４の資材調査の公表は
この政令に基づくものであろう。

英国系QSコンサルタントによる
価格情報

４

　東南アジアのうち、マレーシア、シンガポール
は特に英国の影響が伝統的に強く、英国系QSの
拠点がある。その周辺諸国にも実務を通じた情報
網を築いている。有名なところでは、Langdon & 
Seah社発行の情報がある。少し前まではその社
名はDavis Langdon & Seah（DLS）社６と言った
が、つい最近、ARCADIS社７に買収された。
　このコンサルタントは、インドネシアでは1972
年以降、ベトナムでは1990年代半ばからの活動歴
がある。作成するレポートは図６のようなもの
で、アジアだけでもこの他に、インド、フィリピ

１．Decree No.37/2015/ND-CP dated April 22, 2015 of 
the Government, detailed regulations on construction 
contract.（工事契約に関する細則）

２．Decree No.32/2015/ND-CP dated March 25, 2015 of the 
Government on construction cost management（建設コ
スト管理に関する政令）※cf.図4、図5

３．Circular No.01/2015/TT-BXD dated March 20, 2015 on 
guidelines for determination of the unit labor cost in the 
management of the construction cost.（建設コスト管理に
おける単位労働コスト決定のガイドライン）※cf.図３

４．Circular No.01/2013/TT-BXD dated February 08, 2013 of 
the Ministry of Construction guiding the calculation and 
management of expenditures on construction planning 
and urban planning（建設計画・都市計画の支出と管理）

５．Circular No.07/2012/TT-BXD dated October 26, 2012 of 
the Ministry of Construction guiding the determination 
and the management of the expenditure on foreign 
consultants on construction in Vietnam（ベトナムにおけ
る外国人建設コンサルタントへの支出決定と管理）

６．Circular No.08/2011/TT-BXD of Ministry of Construction 
dated June 28, 2011 guiding contract form of some 
construction consultancy works.（建設コンサルタントの
ガイド契約フォーム集）

７．Circular  No .17/2010/TT-BXD the Ministry o f 
Construction guiding the determination and manage- 
ment of expenses for construction planning and urban 
planning（建設計画や都市計画の費用の決定・管理）

８．Circular  No .08/2010/TT-BXD the Ministry o f 
Construction on Pricing changes under State const- 
ruction contracts（国家の建設契約における価格変更）

９．Decree No.48/2010/ND-CP the Government on contact in 
construction activities（建設活動契約に関する政令）

10．Circular No.09/2007/TT-BXD Guiding the determination 
and management of expenses for hiring foreign consul- 
tants in construction activities in Vietnam（ベトナムでの
建設事業に外国人コンサルタントを雇用する費用の決定と
管理）

表４　ベトナム建設省が公開中の「コスト関係」の法令等

（注）http://www.moc.gov.vn/web/guest/english
Decreeは政令、Circularは通達。建設関連の法律Lawもこのサイ
トから入手可能。重要なものは英訳されている。（閲覧：2016/6）

６　後述のスポンの本の第４版（2010）はこの会社名による編集。
それ以前はLangdon, Every & Seahと言った。スポンは英国の
古い出版関係の名称で、この名称が入った伝統あるコストブッ
クの発行を続けている。編集会社はしばしば入れ替わる。欧米
の建設コンサルタント業界の合従連衡は激しい。

７　オランダ・アムステルダムに本拠のある建設分野（設計・エン
ジニアリング・マネージメント）の世界規模のコンサルタン
ト企業で、1868年設立、40 ヵ国に300以上のオフィスがあり、
21,900人を雇用する（https://en.wikipedia.org/wiki/Arcadis_
NV）。2009年に英国のQSコンサル大手EC Harrisと合併し、英
国の影響圏に拡大したようだ。

図６　ARCADIS社のコスト情報（インドネシア版・ベトナム版）

（注）http://www.langdonseah.com/より入手できる。
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ン、マレーシア、韓国、シンガポール、香港、タイ
等がある。記載内容は各国の建設市況、コスト情報
が中心的で、面積基準、関係法令や建設の慣行など
にも及ぶ。国際比較レポートも別に存在する。イン
デックス情報としては分かりやすく、これから建設
投資をしようかと考える外国人の発注者にとっては
十分参考になる内容という印象のものである。ただ
し、実務家や専門家にとっては、チェック用の資料
程度の位置づけに留まるものとなろう。今回の調査
で訪問したインドネシアの職能団体IQSIで、彼らが
プレゼンテーションで用いたのはこの資料だった。
配布・使用上の制約がないためだとのことだった。
　Langdon & Seah社の作成する価格情報は、国
際比較の書籍としても刊行されており、実は、過
去の本誌リポートでも２回取り上げている８。そ

れらとほぼ同じ視点からの分析を、データを入れ
替えて行った（図７、図８、表５）。読者には過
去の記事が手に入れば、合わせて比較していた
だければと思う。今回は、SPON’s Asia Pacific 
Construction Costs Handbook（アジア太平洋建設
コストハンドブック）の第5版（2015）が情報源
である。過去のリポートのそれは、初版（1993）
と第４版（2010）であった。５年ぶりの改訂版と
なる。そのコスト情報は2013年第４四半期時点の
ものである。
　第５版は日本を含むアジア16 ヵ国が含まれ、
インドネシア、ベトナムの情報も扱う。図7は建
物タイプ別モデルの建設コストの比較であり、延
べ面積㎡当たりの日本円で示した。第５版の本の
中では既に円の単位で換算表記されている。
　また、図８はその建設コストを構成する主な材
工単価、材料単価、労務単価について見たもので
ある。こちらは単位がばらばらになるため、一枚
のグラフにするのは難しい。そこで日本のコスト

倉庫
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図７　スポンによる主要用途別建築コストの国際比較（2013年第４四半期時点）

８　古川修「スポンによる建築費の国際比較」本誌No.3, pp.5-7, 
1993.10 及び岩松準「スポンによる建築費の国際比較・その後：
建築コスト遊学No.14」本誌No.75, pp.65-68, 2011.10。1993年の
古川リポートは、その当時社会問題になっていた建設費の内外
価格差問題を背景に作成されたものである。
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を100とした場合の指数として図に表現した。そ
して、表５（次ページ）には日本円による比較結
果をまとめた。
　これらの図表を見て、日本との違い等について
分析を加えてみたい。まず、図７の建物モデルに
よる比較だが、建物モデル自体は各国で標準的な
仕様が選ばれており、全く同一のものではないこ
とに注意が必要である。分かりやすいのは「高級
ホテル」であり、高級ホテルのブランドと建物の
仕様がある程度各国で近い関係があるから、建物
モデルの同一性は高いと言える。それ以外は比較
するモデル自体の仕様等が乖離している場合があ
るので注意が必要だ。全般的には、香港、日本、
シンガポール、続いて韓国という順で高い。イン
ド、カンボジアはかなり低めであり、今回の焦点
となるインドネシア、ベトナムはその中間域で、

やや低めの位置にある。
　図８では、労務単価が顕著に日本などの東アジ
ア諸国が高く、東南アジア諸国のそれは低い。シ
ンガポールは建築家やエンジニアは東アジア並み
となるが、現場労働者は出稼ぎの外国人中心とな
ることもあって、周辺国並みとなる。材料単価は
おもしろいことに石油化学製品の建材だけは日本
が安めのものが多い。これは過去のリポートでも
そうであった。国際的に流通するセメント、鉄筋
はそれほど大きな価格差はない一方、煉瓦、コン
クリートブロックとなると日本はかなり高いとい
う状況になっている。
　表５は、図７、図８では読み取れない部分を数
字で示した。すべて日本円での比較となる。換算
レートはこのスポンの本の中で使用されているも
のである。
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図８　スポンによる材工単価、材料単価、労務単価の国際比較（2013年第４四半期時点）（日本＝100とする指数）
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工
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、
材
料
単
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労
務
単
価
の
国
際
比
較
（
2
0
1
3
年
第
4
四
半
期
時
点
）

（
単

位
：

円
）

（
注

）「
ア

ジ
ア

太
平
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建

設
コ

ス
ト

ハ
ン

ド
ブ

ッ
ク

」
第

５
版

（
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）

に
よ

る
。

こ
の

本
は

A
RC

A
D

IS
グ

ル
ー

プ
の

La
ng

do
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&
 S

ea
h社

の
編

集
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古
川

修
（
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93
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岩

松
（

20
11

）
を

参
考

に
作

成
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